
知的財産権等の取扱いに関する契約書  

（製造委託契約） 

 

●●株式会社（以下「甲」という。）及び●●株式会社（以下「乙」という。）は、甲が乙

に委託する〇〇の製造業務（以下「本業務」という。）において甲乙間で授受される秘密情

報や知的財産権に関する取扱いについて、次のとおり契約（以下「本契約」という。）を締

結する。 

 

第1条 （定義） 

１ 「秘密情報」とは、甲又は乙が相手方に対し、①秘密である旨を指定して書面又は電

磁的方法により開示する情報、②口頭、実演、上映、投影、その他書面又は電磁的情

報を提供しない方法で開示する情報であって、当該秘密情報を開示するに際し、秘密

である旨を相手方に告知し、かつ、開示後 30 日以内に、当該情報の内容を取りまと

めて秘密である旨を書面により相手方に通知した情報、及び、③交付するサンプル等

の有体物であって、交付の際に秘密である旨を書面で通知したものをいう。ただし、

以下の各号のいずれかに該当するものを除く。 

① 開示される以前に、相手方が知得していたもの 

② 開示された時に、すでに公知であったもの 

③ 開示した以降に、相手方の帰責事由なく、公知となったもの 

④ 相手方が、正当な権利を有する第三者（相手方以外のすべての者をいう。以下も

同様。）から守秘義務を負うことなく合法的に取得したもの 

２ 「発明等」とは、発明、考案、意匠、著作権の創作その他の人間の創造的活動により

生み出されるもの（発見又は解明がされた自然の法則又は現象であって、産業上の利

用可能性があるものを含む。）及び商標を総称していう。 

３ 「知的財産権」とは、特許権、特許を受ける権利、実用新案権、実用新案登録を受け

る権利、回路配置権、回路配置権の設定の登録を受ける権利、意匠権、意匠登録を受

ける権利、育成者権、著作権（著作権法第２７条及び第２８条に規定する権利を含む

が、これらに限定されない。）及び商標権、並びに、これらのいずれかに相当する日

本国外の法令に基づく権利をいう。 

４ 「固有知的財産権等」とは、本契約締結前から甲又は乙が保有し、又は、甲又は乙が

第三者から利用につき許諾を受けていた「秘密情報」及び「知的財産権」、並びに、

相手方から提供された秘密情報に依拠せず、独自に創出又は取得した「秘密情報」及

び「知的財産権」をいう。 

 

コメントの追加 [A1]: 本ひな形は、製造委託契約を締

結する際、知的財産の取扱いに関する取り決めを行う

ものです。本「ひな形」では、製造を請け負う製品の

仕様・性能が明確になっており（これから仕様・性能

を実現する方法を開発・研究するのではなく）、取引

の主たる条件が数量や価格となる場合を一義的には念

頭に置いています。仕様・性能を実現する方法をこれ

から開発・研究するのであれば、共同開発契約や開発

委託契約の利用も検討しましょう。 



第2条 （目的） 

１ 本契約は、甲及び乙が〇〇年〇〇月〇〇日に締結した製造委託契約書（以下「原契約」

という。）における秘密情報及び知的財産権の取扱いについて合意するものである。 

 ２ 本契約の内容が、原契約の内容又は甲乙間の〇〇契約書その他本業務に適用範囲を

限定しない契約の内容と矛盾、抵触する場合、本契約の内容が優先する。 

 

第3条 （秘密保持義務） 

１ 甲及び乙はいずれも、本業務の過程で開示された秘密情報について、厳に秘密を保持

しなければならず、また、第三者に対し、相手方の秘密情報を開示し又は漏洩しては

ならない。 

２ 甲及び乙はいずれも、自己の役員又は従業員のうち本業務のために相手方の秘密情報

を知る必要がある者に対し、本業務のために必要な範囲内でのみ、相手方の秘密情報

を開示することができる。 

３ 甲及び乙はいずれも、相手方の事前の書面承諾を得た場合に限り、自己の［子会社/親

会社/関係会社］のうち本業務のために秘密情報を知る必要があるものに対し、本業

務のために必要な範囲内でのみ、相手方の秘密情報を開示することができる。 

４ 甲及び乙はいずれも、相手方の秘密情報を第三者に開示（前二項に定める開示に限ら

ない。）した場合、当該情報を開示した第三者をして本契約に定められた自己の義務

と同等の義務を遵守させるものとし、かつ、当該第三者の行為について全責任を負う。 

５ 甲及び乙はいずれも、国又は地方公共団体等の機関から相手方の秘密情報の開示を命

じられた場合、これに応じるために必要最小限の範囲内において、相手方の秘密情報

を開示することができる。この場合、相手方に対し、当該命令を受けた旨を、合理的

に可能な範囲で、速やかに相手方に通知する。 

 

第4条 （目的外使用等の禁止） 

甲及び乙はいずれも、相手方の事前の書面承諾を得ない限り、相手方の秘密情報を本業務

以外の目的に使用してはならない。 

 

第5条 （固有知的財産権等の帰属） 

本契約の締結後に相手方の秘密情報に依拠しないでなされた発明等に係る知的財産権は、

固有知的財産権等として当該発明等をなした当事者に帰属する。 

 

第6条 （確認事項） 

１ 秘密情報に係る一切の権利及び利益は、その開示者に帰属するものとし、相手方に対

する秘密情報の開示により、当該秘密情報に係る知的財産権その他一切の権利又は利

コメントの追加 [A2]: ここでは製造プロセスで得られ

る製法、製造ノウハウ等を主として想定しています。

製品そのものについて開発を行う場合には、別途、共

同開発契約や開発委託契約の締結を検討する必要があ

ります。製造委託契約書の中で、開発的な要素を実施

しなければならない場合にも適切な対価の受領や成果

の帰属について取り決めることが望ましいと言えま

す。 



益が相手方に譲渡されるものではなく、また、実施許諾、使用許諾その他いかなる利

益も相手方に与えられるものではない。 

２ 甲及び乙は、本契約及び原契約により、いかなる意味においても相手方に対する秘密

情報の開示義務を負うものではないことを相互に確認する。 

３ 甲及び乙は、本契約及び原契約が、乙が有する固有知的財産権等の開示、提供の義務

を負うものではないことを確認する。乙が有する固有知的財産権等の開示、提供を行

う場合には、対価を含め、別途協議する。 

 

第7条 （秘密情報の返還・廃棄） 

甲及び乙はいずれも、本契約が終了した場合、及び、相手方から要求があった場合、速や

かに相手方の秘密情報（複製・複写等を含む）を、相手方の指示に従い返還し、又は廃棄す

る。 

 

第8条 （第三者が有する知的財産権に関する紛争への対応） 

１ 本業務における目的物又は目的物を組み込んだ製品（以下、「目的物等」という。）

について、目的物等に起因して第三者との間に知的財産権に関する紛争が生じたと

きは、甲及び乙は、速やかにその旨及びその内容を相手方に通知する。 

 

２ 前項の紛争の解決に係る負担について、甲及び乙は、当該知的財産権の侵害に係る自

らの責任の範囲において当該負担の責任を負う。 

 

第9条 （有効期間） 

１ 本契約は、令和〇〇年〇〇月〇〇日に発効し、原契約が終了するまで有効とする。 

 

２ 本契約の終了後においても、第 3 条、第 4 条、第 5 条、第 8 条の定めは存続する。 

 

 

本契約締結の証として、本書二通を作成し、甲乙記名押印の上、各自一通を保有する。 

 

●●年●月●日 

 

 

甲 ●●株式会社 

 （住所） 

 （代表者名） ○印 

 



 

乙 ●●株式会社 

 （住所） 

 （代表者名） ○印 

 


